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実施期間 2105 年 3 月 11 日～3 月 17 日 
参加者数 13 名 
 
 専修大学社会科学研究所は、ベトナム社会科学院東北アジア研究所と親密な研究協力関係を
結んでいる。2013 年 9 月にはハノイで共同シンポジウムを開催し、今年 1 月には交流協定を更
新した。こうした関係で社研はハノイに赴く機会はあるものの、急速な経済発展の途上にある
ベトナム南部及び中部の現状については実態を見聞する機会が少ない。社研としてホーチミン









3 月 11 日（水） ホーチミン市着 
3 月 12 日（木） 
 この日の予定は、ハノイから 34 ㎞の地点にあるビエンホア（アマタ）工業団地のブラザーと
富士通への訪問であった。 
 午前中に訪問したのはホーチミン市の北東ビエンホアの AMATA 工業団地のブラザー
（Brother Industries Saigon, LTD）で、対応いただいたのは General Director 嶋田安雄氏と Director 
都築雄二氏である。 
 ブラザー全体では 2013 年度 6,168 億円の売り上げで、生産、販売、サービスの海外拠点が 44
カ国。業態はプリンターや情報機器の売上比率が 69.8％で、ミシンは 7％、産業機器とりわけ
工業用ミシンは 10.2％、カラオケ機器が 7.7％である。世界全体で従業員数が 33,118 人、うち
アジアが 61.4％、売り上げは欧米が 6 割、アジア 2 割、日本 2 割という割合。ベトナムではハ
－ 2 － 
ノイ近郊の工場でプリンターと工業用ミシンを、アマタ工業団地内の工場では家庭用普及機の
ミシンを製造している。 
 2011 年４月に工場進出を図り、1 年後の 2012 年から生産を開始した。従業員数は 1,630 人、













チミン市の日系企業商工会などの情報を得て決めている。ここ 4 年間で最低賃金が 155 万ドン
から 2014 年で 310 万ドンへと 2 倍になった。 






 午後から FUJITSU（Fujitsu Computer Products of Vietnam. INC）へ。こちらでは General Director
本宮章氏、Vice President 大黒厚司氏、Project Maneger 日野智尚氏に対応していただいた。 
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施設がある。従業員は 1,999 人で、うち 11 名が日本からの駐在員。1996 年 6 月に基板実装の初
出荷、1998 年より回路基板の初出荷。 
 工場内に食堂があり、従業員の食事には気を遣っている。従業員のシフトは 3 交代制なので、












3 月 13 日（金） 
 この日の予定は、午前中にベトナム社会科学院南研究所（Vietnam Academy of Social Sciences, 








3）          工業 
4）          商業 
5）          人口構成・分布 
6）          社会構成 
1）1980 年代の南部 
 北部は 1970 年代、中央集権型の社会主義だったが、南部は市場経済下にあった。1975 年
ベトナム統一により社会主義の南部への適用が行われた。すなわち、企業の国有化、農業の


































































－ 6 － 
実際にはもっと格差はあると思う。 











が、チャム、ホアは商業、手工業が多い。2008 年から 2009 年にかけて行った 500 世帯調査







 500 世帯調査での貧困世帯は 20％（Cham34.0％、Khmer24.8％、Hoa10.0％）。対策として
学校教育のレベルを上げ、技術など専門教育機会を増やす。 
3）収入別構成 
 Hoa の 40％が最も高い収入グループに属し、他方最も低い収入グループに属するのが
Khmer は 25.2％、Cham は 34.0％である。そしてこの最も高い収入と最も低い収入の格差は
15 倍である。西南部全体では、それが 7.3 倍であり、全国では 8.9 倍（2008 年現在）である
のに対し、南西部調査世帯間の格差は大きい。なお、最も高い収入は 194 万ドンで、最も低
い収入は 13.5 万ドンである。 
 同じ民族内でも格差が生じており、2008 年から 2009 年にかけて行った 600 世帯調査では。
Khmer400 世帯の最上と最低では 9.2 倍の収入格差があり、Cham200 世帯の場合は 16.4 倍の
格差がある。このように Cham の格差が大きい。こうしたことから緊急の課題になるのは、
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Khmer への土地配分と、彼らの土地売買制限である。 
4）教育と職業訓練 



















 ここでは Liberty Lace : President : Tsai Jung Yuan 氏、その息子 Tsai Kun Hung 氏（台湾人）、共
同経営者 Thanh Tin International Co., LTD : Mao The Ha 氏に対応していただいた。この企業は台
湾の独資企業。一度経営危機があり、Thanh tin 社長 Ha 女史が、資本及び機械購入両面で支援。
出来た製品は Thanh Tin 社を通じて販売するというビジネス関係を結んだ。 
 リバティ・レースは昨日訪問した Fjitsu のそばにあった。バスが門を入ると、建物には「日
本 SENSHU 大学教授、弊社の訪問 ようこそ！！」という横断幕が張ってあった。また建物に
入ったら、女性従業員が 10 人ほど列を作り歓迎してくれた。 
 会社は 1996 年 9 月設立、刺繍工場としてはベトナム最大である。刺繍レース、刺繍糸を生産
している。従業員はベトナム人 313 人（女性は 60～70％）、台湾人が 6 人。 
 刺繍（中レース）が 500 万ヤード、東昌（とうしょう）レース 100 万ヤード、刺繍用糸 100
トンの生産により、年商 360 万 US ドル（顧客は 60～70％が日本企業）。 
















・離職率：1 年で 20％入れ替わる。やめる理由は、結婚、帰郷、他の条件のいい所へ。 
 
3 月 14 日（土） 




と。スーパーを回った後、会議室に行き説明を受ける。会議室には社長（Chairman & General 
Director）の小西幸夫氏が待機してくれていた。 
 小西氏が PPT で、ベトナムの市場調査データを交えて、購買層の可能性をまず説明。以下そ
の概略。 
 2011年のベトナムの人口は 8,932万人で平均年齢は 27.4歳と若い。世帯数は 2,350万世帯で、
一世帯の平均人数は 3.79 人。ベトナムの 2011 年の人口ピラミッドは日本の 1965 年の人口ピラ
ミッドとほぼ同じ形をしており、今後の消費行動の活発さを予想できる。 
 2000 年以降、ホーチミン市は中心から半径 10～15 ㎞圏内に人口が急増しており、周辺部の
区の人口は 30 万～50 万人規模になっている。また 2020 年にはホーチミン市から 15 ㎞のとこ
ろまでの地下鉄も完成し、道路など交通インフラも整いつつある。 
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 イオンがターゲットにする顧客の所得層は、年間所得が 1000 ドル以上（A)、500～999 ドル
（B)、300～499 ドル（C)、200～299 ドル（D)、100～199 ドル（E)、100 ドル未満（F)の 6 段階
に分けると、B および C の中間所得層である。ホーチミン市は B 層が 25％、C 層が 27％であ
り、この層の比率が大きくなっている。最近では、過去 4 年間（2004～2008 年）で A,B,C 層が
47％から 66％へと増大している。こうした中間所得層の厚みが、イオンモールのターゲットで
ある。実際に、小売売上高は急増しており、2005 年の 237 億ドルから 2012 年には 736 億ドル
へ 310％の伸びを示している。 
 投資環境も良くなっており、外資系の小売企業の進出は増えている。内資では Saigon Coop が
コープマート 62 店舗、コープフードが 24 店舗と多く、他方、外資系の場合、BigC＝24 店舗、









 イオンモールは 2014 年 1 月 1 日に第 1 号店（ホーチミン中心部から 10 ㎞）を、2014 年 11
月 1 日に第 2 号店（ホーチミン中心部から 15 ㎞）を出店した。また 2015 年中に 3 号店（市の
中心部から 10 ㎞）を開店予定している。一般中間所得層向けの高級店を目指しており、こうい
う店はまだベトナムにはない。1 号店には開店時 15 万人が押し寄せた。この 2 号店は、ヒンズ









回答）テナント数 150 点（日系 25％、ベトナム 40％、韓国 10％、その他）。 
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質問）従業員数 
回答）管理部門に日本人 1 人、ベトナム人スタッフ 25 人、従業員数はテナントを含んで約
2,000 人、スーパー（イオンベトナム）だけだと 600 人。接客教育は特にホスピタリティ








回答）2 号店ではビンズン省都心と 20 ㎞離れているので、土日祝日には出している。また 15
キロ離れたもう 1 個所からも送迎バスを往復させていて、両方とも 1 日 6 往復、1 ルー





 We hold this truth to be self-evident, that all men are created equal, that they are endowed by their 
Creator with certain unalienable rights, that among these are Life, Liberty and the pursuit of Happiness.  
(The U.S. Declaration of Independence adopted on July 4. 1776) 
 
3 月 15 日（日） 
 ホーチミン市からフエ市へ移動（飛行機） 
 




本人は 2 人しかおらず、ひとりは工場長 Managing Director 黒川邦彦氏、もうひとりが杜氏
Technical Manager 関谷聡氏である。 
 黒川氏の説明によると、本社は福岡の砕石、公共事業請負業で、当時の社長（創業者で現在


















夜 フエからハノイに移動（飛行機）。ノイバイ新国際空港から 3 月 17 日、日本へ帰国。訪問
先の方々のおかげで、多くの知見を得ることができた、記して感謝したい。 
